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調査の概要 

 背景・趣旨 
•	 近年、財政再建と成長戦略等実現のため、政府を挙げてPPP/PFI推進施策を展開中 
•	 コンセッション（公共施設等運営権）の推進はその大きな柱の１つであり、「PPP/PFI推進アクションプラン」において、空
港・道路・上下水道等を案件形成の重点分野として取り組み 

•	 そのような中、本件は、「日本再興戦略2016」にも記載されている通り、水道分野におけるコンセッションの導入の可否を
検討する際に必要な情報を地方公共団体等へ提供するため、フランス及び英国における最新の制度設計や先行事例の
収集・分析を実施したもの 

 調査内容・方法 
•	 フランス及び英国の水道分野において活用されている官民連携スキーム（フランスにおけるコンセッションやアフェルマージュ、
英国における民営化スキームや規制の枠組など）に係る最新の制度設計や具体プロジェクト事例・課題等について、文献
調査及び現地ヒアリング調査を実施 

 現地ヒアリング調査メンバー
内閣府 福田隆之大臣補佐官

内閣府民間資金等活用事業推進室

内閣官房日本経済再生総合事務局

厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生・食品安全部水道課 水道計画指導室

㈱民間資金等活用事業推進機構

㈱日本政策投資銀行

㈱日本経済研究所


 現地ヒアリング調査期間
2016年6月13日～17日 

1 



［本件問い合わせ先］
株式会社日本政策投資銀行 地域企画部 PPP/PFI推進センター

TEL：03-3244-1750 
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